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　第二次安倍晋三政権によって首相の私的諮問機関として 2013 年 1 月に設置された教育
再生実行会議は，2011 年 10 月に発生し翌 2012 年に一般の注目を集めるようになった大
津市立中学校におけるいじめ自殺事件により高まったいじめ対策の必要性への世論の要望







　この教育再生実行会議の提言を受けて 2013 年 3 月に設置されて審議をしてきた文部科
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たちの道徳』という新題名を付されることになった）が，2014 年度（平成 26 年度）から，















































































国定修身教科書の内容は，まだ，第 1期（明治 37 年から使用開始）や第 2期（明治 43 年
から使用開始）や第 3期（大正 7年から使用開始）では，昭和になってからの第 4期（昭





































































































なお，昭和 20 年 11 月ごろから翌 21 年 10 月ごろにかけて文部省は道徳（修身）の内容も
含んだ「公民科」という教科の設置に向けて動いていたが，「しかし，『公民科』設置は実
現しないまま，二十二年には教育制度が変わり，国民学校は廃止になってしまった。」17）。
　昭和 22 年 3 月 31 日公布，4月 1日施行の学校教育法による新しい教育制度においては，
義務教育となった小学校・中学校の教育課程の中には，修身科も公民科もなく，内容的に
道徳とのかかわりが深い部分をも含む教科として「社会科」が新設されたのであった。す
なわち，昭和 22 年 3 月発行の『学習指導要領一般編』では，「社会科」は，「今日のわが
国民の生活から見て，社会生活についての良識と性格を養う」ために「これまでの修身・
公民・地理・歴史などの教科の内容を融合して，一体として」学ぶべき教科であると説明
















18）文部省『学習指導要領一般編』，日本書籍，1947 年 3 月 20 日発行，p.13.（国立教育研究所内戦後
教育改革研究会編『文部省学習指導要領 1 一般編』，日本図書センター，1980 年，所収）
19）文部省『学習指導要領社会科編』（東京書籍，1947 年 5 月 5 日発行），p.4.（国立教育研究所内戦後
教育改革研究会編『文部省学習指導要領 4 社会科編（ 1）』，日本図書センター，1980 年，所収）
20）昭和 26 年に青銅社から刊行。現在は，岩波文庫の一冊として出版されている。
21）宮田丈夫編著『道徳教育資料集成 3 』，第一法規出版，昭和 34 年，p.418.
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　一方，同じ昭和 25 年の 12 月に文部大臣の天野貞祐は道徳の時間の特設を意図して教育
課程審議会に道徳教育の振興について諮問したのであるが，同審議会は翌 26 年 1 月に道
徳の時間の特設は望ましくない旨の答申を出し，文部省はその答申に基づいて，「道徳教
育は，学校教育の全面においておこなうのが適当」22）という方針の「道徳教育のための手




　天野文相退任後も，道徳教育の強化への政治的動きは進んでいく。昭和 31 年 3 月に清
瀬一郎文部大臣は再び道徳教育の振興について教育課程審議会に諮問し，翌 32 年 9 月に
同審議会は道徳の時間を特設すべきだとする中間発表を行なった。そして，同審議会は昭





た23）。これに基づいて，昭和 33 年 8 月に学校教育法施行規則の一部改正がなされるととも
に小学校および中学校の『学習指導要領道徳編』が文部省から発行されて，同年 9月か
ら日本全国の小学校・中学校で「道徳」の時間が開始されたのである。



























昭和 33 年から 50 年以上続いてきた「道徳」の教育課程における位置づけ・性格づけの大
きな転換であって，その影響の是非について今こそ慎重に考えて検討してみる必要がある
と思われるのである。
6．「道徳」の時間の特設についての昭和 33 ～ 34 年の議論
　その意味でたいへん参考になると思われるのが，その「道徳」の時間の特設が行われ

















































































































































45）『総合教育技術』2014 年 2 月号，小学館，p.24.
46）同誌同号，p.26.























































































































3 月告示『小学校学習指導要領』『中学校学習指導要領』の「第 3章道徳」の「第 3指導
計画の作成と内容の取扱い」では，新しい点として，その 1および 3（ 1）で，各学校に




の「第 2内容」で挙げられている内容項目（小学校 1～ 2学年では 16 項目，小学校 3～
4 学年では 18 項目，小学校 5～ 6 学年では 22 項目，中学校では 24 項目）のどの項目も






















くことが現在の学習指導要領では強調されている。すなわち，平成 20 年 3 月告示の『小
学校学習指導要領』でも『中学校学習指導要領』でも，その「第 1章総則」の「第 1教
育課程編成の一般方針」1において「基礎的・基本的な知識及び技能」を「活用して課題
を解決するために必要な思考力，判断力，表現力その他の能力をはぐくむ」ことの必要性
が強調され，そのために児童 ･生徒の「言語活動を充実する」ことが求められているので
ある63）。そのことに関して考えてみても，「道徳の時間」こそは，そのような思考力，判断
力，表現力の育成に最も自在な形で大きく寄与できる可能性を持つ授業ではないかと思わ
れるのであり，そのためには，むしろそれを「教科」としないで，道徳的価値や葛藤にか
かわるさまざまなテーマについて多様な仕方で議論や発表や論述を行うことができるよう
な豊かな言語活動の展開の場として確保することが肝要だと思われるのである。
　教育再生実行会議が「道徳の教科化」の大きな理由のひとつとした「いじめ」防止に関
しても，「道徳の教科化」よりも大切なのは，それぞれの学校や学級の出来事や状態をも
踏まえながら，子ども，とくに小学校高学年や中学校の児童 ･生徒の心にも（単に一時的
な徳目の教え込みや感動の押し付けによるだけでなく）しっかりと深く心に定着して視野
の拡大や思考力，判断力，表現力の向上につながるような道徳の授業の内容と方法を教師
が身につけ，「道徳の時間」において特に言語活動の充実という点を重視しつつしっかり
とした授業実践を行なっていくことである。すなわち，各々の児童 ･生徒の身近な状況を
考慮に入れつつも，児童 ･生徒が「いじめ」を客観化して捉えて議論し合えるような力を
育成する「道徳」の授業を行なっていくことである。そして，そのためには，大学の教員
63）前掲『小学校学習指導要領』，p.13，および，前掲『中学校学習指導要領』，p.15.
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養成課程における道徳教育に関する科目において討論や模擬授業を行なう機会を増大させ
ることを通じて，教員を志す学生に，単なる徳目の教え込みや感動バブルではない「道徳」
の思考法や議論の方法，および，生活指導と結び合った臨機応変の「道徳」授業の構成の
仕方を，さまざまな事例に即して，伝授・習得させていくことが非常に重要だと思われる
のである。したがって，「道徳の教科化」は，過度に計画化された羅列的な徳目注入授業
や感動バブル授業の方向に導くおそれが強いので，良策であるとは考えがたいが，しかし，
それとは別に，大学の教員養成課程における道徳の指導法に関する科目の単位数（小 ･中
学校の教諭免許状を取得する場合）を増やすことにより多様な言語活動を通しての道徳的
実践力の育成方法を身につけることができる方向に教員養成を前進させることは必要なこ
とだと思われるのである。
